
 御殿場市特定事業主行動計画 

  

 

Ⅰ 総論 

 １ 目的  

我が国では、晩婚化や夫婦の出生力の低下などにより、年々少子化が進

んでいます。このため、次代の社会を担う子どもたちが健やかに生まれ、

育てられる環境の整備に、国、地方公共団体や事業主などさまざまな主体

が社会を挙げて取り組んでいくよう、平成１５年７月に次世代育成支援対

策推進法が制定されました。 

この法律では、次世代育成支援対策について基本理念を定めるとともに、

国による行動計画策定指針並びに地方公共団体及び事業主による行動計画

の策定等の次世代育成支援対策を迅速かつ重点的に推進するために必要な

措置を講ずるとされています。 

この法律の規定に基づき、地方公共団体の責務として御殿場市において

も「いきいき はつらつ 親も子も」を基本理念とする次世代育成支援対

策行動計画が策定されました。 

また、事業主としての立場から、自らの職員の子どもたちの健やかな育

成についても役割を果たしていかなければなりません。この法律において

は、地方公共団体等を「特定事業主」と定め、自らの職員の子どもたちの

健やかな育成のための計画（特定事業主行動計画）を策定するよう求めて

います。 

御殿場市特定事業主行動計画は、御殿場市役所職員を対象に策定したも

のです。市政に対する市民のニーズが年々増大し、複雑・高度化しており、

また、厳しい財政状況下、限られた人材の中でこれに応えていくことは決

して容易ではありません。しかし、このような中にあっても、職員が父親

として、母親として、子育てをしていくことができるよう、職場を挙げて

支援していくためにこの計画が作られました。 

男性、女性、独身、既婚など異なる環境にいる職員の一人ひとりがこの

計画の内容を自分自身に関わることと捉え、助け合い支えあっていきまし

ょう。 

    

２ プログラムの計画期間 

次世代育成支援対策推進法に定められる特定事業主行動計画は平成１７



年度から平成２６年度までの１０年間の計画です。このプログラムは、そ

の後半の期間である平成２３年４月１日から平成２７年３月３１日までの

４年間を計画期間としています。 

このプログラムに掲げている数値目標は、平成２６年度の達成目標です。 

 

３ プログラムの実施にあたって 

このプログラムは御殿場市役所の職員全員を対象としています。このプ

ログラムがきちんと実施されるためには、この行動計画の内容を職員がよ

く理解し、自分自身の置かれた立場、役職等に応じた行動をとる必要があ

ります。 

   

 

Ⅱ 具体的には 

１ 制度を知ることが第一歩 

(1) ハンドブックの配布 

人事課において、母性保護、育児休業、休暇、超過勤務の制限などの各

種制度を理解しやすいようにまとめたハンドブックを作成し、制度の周知

に努めます。また、ダイアリーにも制度の概要を記載します。職員は、ハ

ンドブックやダイアリーをよく読んで、各所属において妊娠している人や、

子どもを育てている人が制度を利用しやすいような、雰囲気づくりに協力

しましょう。 

    

(2) 職場環境や職員の意識 

職場優先の環境（例えば、「子どもの病気よりも仕事を優先すべき」とい

うような職場の雰囲気）や固定的な性別役割分担意識（例えば、「子どもの

面倒をみるのはすべて母親の仕事だ」というような意識）の是正を進めて

いきます。 

また、この計画を実りあるものとするためには具体的な行動が必要であ

り、その行動には意識が伴わなければ何も変わりません。一人ひとりの職

員が、研修などの機会に子育てについて改めて考えてみてください。 

 

２ 母親とお腹にいる子どもを守るために 

妊婦や胎児に大きな影響があるものの１つにたばこの煙の害が上げられ

ています。本人の喫煙はもちろんのこと、たばこの先から立ち上る副流煙

も大きな影響を与えます。たばこの煙の６０％以上は副流煙であり、有害



物質が主流煙よりもずっと高濃度に含まれています。この副流煙を知らな

いうちに吸ってしまう受動喫煙によって、妊婦や胎児に知らないうちに重

大な影響を与えています。 

受動喫煙を防ぐためにも、職場における分煙の徹底に加え、職場を離れ

ていても、周りの人の健康に配慮した喫煙マナーが必要です。 

また、妊娠中の女性職員及び小学校就学前の子どもを育てている職員は、

深夜勤務及び時間外勤務の制限、業務軽減、授乳休暇の取得などについて

定めた勤務時間条例及び施行規則によって保護されています。配布された

ハンドブックをよく読んで、制度の適切な利用を心がけましょう。  

 

３ 父親、母親になるとわかったら 

父親･母親になるとわかったら、できるだけ速やかに（遅くとも出産予定

日のおよそ５ヶ月前までに）、育児をするようになることを所属長、統括等

に申し出るようにしましょう。母性保護、育児休業、休暇などの諸制度の

活用のためにも必要です。 

 

４ 子どもの出生時における父親の休暇を取得しやすい環境をつくるために 

父親となる職員に対し、妻の出産休暇及び子の養育休暇を取得するよう

働きかけましょう。 

出産をサポートすることは、家族の中で支え合う育児の第１歩です。ま

た、配偶者はあなたのサポートを必要としています。父となる職員は、休

暇を積極的に取得しましょう。 

育児には家族のサポートだけでなく、職場のサポートも必要です。   

出生時の休暇を取得しやすいような雰囲気を所属職員全員で作りましょう。 

 

☆配偶者の出産休暇の取得率を平成２６年度までに１００％をめざします。 

☆子の養育休暇の取得率を平成２６年度までに８０％をめざします。 

 

５ 育児休業を取得しやすい環境をつくるために 

(1) 育児休業の取得 

女性職員の育児休業の取得率は平成２１年度では、１００％となりまし

た。しかし男性職員の育児休業の取得は現在までに１人のみと、極めて低

い水準にあります。平成２２年度から配偶者が育児休業をしている職員で

あっても、育児休業をすることができるようになりました。乳幼児期の子

育てに積極的にかかわることは、子どもとの信頼関係が深まるだけでなく、

職員自身の人生観に厚みを持たせてくれる貴重な経験です。男性職員が育



児休業を取得するよう、本人も周囲の人も積極的な姿勢で臨んでください。 

 

(2) 育児休業からの円滑な復帰 

育児休業中の職員は、育児休業中は職場から離れていますので、孤独を

感じたり、「職場復帰してもついていけないのではないか。」と不安になり

がちです。所属の職員は、休業中の職員に最近の業務の状況を連絡すると

ともに、休業中の職員が職場に連絡してきやすいような環境をつくるよう、

心がけてください。 

また、育児休業中の職員も、子どもが寝て一息ついた時間であれば職場

に電話するなどして、積極的に職場との関わりを保つようにしましょう。 

育児休業から復帰した職員は、業務に慣れるのに時間がかかる上、子ど

もの急な病気などにも対応しなければなりません。仕事と子育ての両立の

ための最も大切な時期ですから、事務分担などについてよく検討し、職場

全体でサポートしましょう。 

 

６ 子どもの看護などのための特別休暇の取得を推進するために        

子どもの看護休暇（年５日間）や短期介護休暇（年５日間）を活用して、

突発的な病気の際には、休暇を取得できるよう、職場全体で支援するよう

にしましょう。 

子育て中の職員は、日頃から周囲の職員、特に副務者とコミュニケーシ

ョンを図り、急な休暇でも困らないようにしておきましょう。 

 

７ 時間外勤務を縮減するために 

時間外勤務の縮減をするために、以下の内容を参考にし、職員の時間外

勤務の縮減に役立ててください。 

(1) ノー残業デーの徹底 

毎週水曜日はノー残業デーです。終業時に庁内放送で定時退庁を促すな

ど、ノー残業デーの徹底を促します。 

所属長は、職員の業務量を把握し、業務に対して適切な指示を行います。

また、手本となるよう自ら定時退庁を心がけましょう。定時退庁できない

場合にも、他の職員が退庁しやすい雰囲気づくりを心がけましょう。 

 

(2) 時間外勤務を少なくする取り組み 

時間外勤務を少なくするために、事務事業の見直し、業務内容手順の効

率化をすすめることに加えて、職員一人ひとりが業務の効率的な遂行を心

がけましょう。また、所属長は、毎月の時間外実績リストを活用し、所属



職員の時間外勤務時間数や、日々の業務量をチェックし、必要に応じ事務

分担を見直しましょう。また、時間外勤務の多い職員に対しては、健康管

理に特に気を配るようにしてください。 

 

８ 年次休暇の取得を促進するために 

休暇取得の促進のために、次のような方法を考えました。これらを参考

に、年次休暇を有効に活用してください。 

 

(1) 育児の日 

職員が育児に親しむため、毎月１９日を御殿場市役所の「育児の日」と

します。 

 

(2) 半日休暇の取得促進 

会議を設定しない日を意識的に設けるなど、半日休暇を取得しやすい環

境づくりをしましょう。また、自分の疲労度合いや予定等に合わせ、必要

に応じ、半日休暇を取得しましょう。 

 

(3) 休暇取得の促進 

各所属において、計画的に年次休暇を取得するための計画表の作成や、

休暇の取得時期の早めの申告に努めましょう。 

例えば、次のような時に特別休暇、年次休暇を取得するようにしましょ

う。 

   （例）子どもの春休み、夏休みなど 

      年末年始 

      月曜日や金曜日 

（土日と組み合わせた、ハッピーマンデー・ハッピーフライデー） 

      入学式、卒業式、授業参観、学芸会、運動会などの学校行事や 

ＰＴＡ活動 

      家族の誕生日、結婚記念日 

      子どもの予防接種、健康診査 

      地域活動 

 

☆ このような取組を通じて、年間２０日の年次休暇のうち、職員１人当たり

の年次休暇の取得日数割合を 

  平成１６年  ５０％（平均１０日）から        

  平成２６年  ６０％（平均１２日） と １０％増加させます。 



 

９ 子育てバリアフリーを促進するために 

施設利用者等の実情を勘案して、改築等の機会に併せ授乳室やベビーベ

ッドの設置などを行います。 

職員は、子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、親切、丁寧な

対応等を率先して行いましょう。 

 

１０ 子ども・子育てに関する地域活動に貢献するために 

子どもの健やかな成長のために、今、地域の役割が重要視されています。

特に、閉鎖された環境になりがちな乳児期の親子にとっては、地域住民の

見守りは、大きな心の支えになるでしょう。職員は、地域の子どもと触れ

合う機会に積極的に参加しましょう。また、職員の皆さんが趣味としてい

るスポーツや文化活動で、子育てを支援する活動、市民活動の応援をでき

ることもあります。子どもがいるいないにかかわらず、子育て支援の活動

に参加してきましょう。  

 

 

Ⅲ おわりに 

次世代育成は、時代の急務として、各地方公共団体が精力的に取り組ん

でいる課題です。 

御殿場市役所においても、この行動計画を実施することによって、職員

一人ひとりが子育ての重要性を強く認識し、その結果、地域社会において

も次代を担う子どもたちが健やかに生まれ、育てられる環境をつくること

に今まで以上に貢献できるようになることを期待しています。 

  

 

 


